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第４－１図 大学教員数（役職別・分野別） 〔教員統計調査〕

（平成１３年１０月文部科学省調べ）

中央教育審議会大学分科会大学の教員組織の在り方に関する検討委員会

「大学の教員組織の在り方について」（審議のまとめ）参考資料より作成

４．研究人材の状況について
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資料：学校基本調査を元に作成
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第４－２図 大学教員における女性比率

大学生・教員における女性の割合の推移

大学教員における専攻別女性の割合（平成１４年度）

・大学教員における女性の比率は、専攻により大きく異なる。
助手－講師－助教授－教授となるにつれ割合が下がることは共通している。理・工・農学系の学生数
を見ると、学部段階ですでに女性の割合が低い。
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第４－４図 任期制の導入状況 （日米の比較）

米国 日本

＊日本のデータ：文部科学省調べ

＊＊米国のデータの出典：

「基本計画の達成効果の評価のための調査」
（科学技術政策研究所平成16年３月）

第４－３図 任期制の導入状況 （大学・公的研究機関）

2.3%5211国研（27）

4.2%599 27独法研等（47）

7.6%107 10大学共同利用機関（14）

3.1%2,580 139私立大学（525）

2.7%292 20公立大学（76）

9.0%5,485 88国立大学（97）

任期付研究者数／研究者
総数

任期付研究者
数

導入機関数

注：（ ）内は機関数。大学及び大学共同利用機関については、「大学の教員等の任期に
関する法律」に基づき、任期を付して任用された教員の数（私立大学については、常勤の
教員に限る。）。独法研等において、研究開発プロジェクトに任期付で雇用されている研
究者は含まない。（大学・大学共同利用機関：平成15．10現在、国研等平成：16．1現在）

資料：文部科学省調べ

・米国では、準教授になるまで任期付きで研究実績を積み重ね（テニュア・トラック）、審査試験に合格
後「テニュア（終身在職権）」を取得し、その大学に終身雇用されるのが一般的。
・日本では、助手においても任期付の割合が８％程度。
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出典：「我が国の研究活動の実態に関する調査（平成１４年度）

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

任期後の受入先が未整備

任期中および任期後の
社会保障制度が未整備

プロジェクト型研究以外の研究には、
任期付任用制は向いていない

給与等の処遇が不十分

短期間で成果を出すのに必要
研究環境になっていない

公正でオープンな評価が行われていない

有能な指導者がいない

現行の任期付任用制は現場の研究者の
意見を反映していない

その他

平成１４年度［Ｎ＝１，３５５］　

平成１１年度［Ｎ＝８０１］

第４－６図 任期制の問題点（我が国の研究活動に関する調査）
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カーネギー調査（1993）

基本計画レビュー調査（2004）

（機関）

注 ：30年在職と仮定し､年齢とそれまでの移動経験より生涯の移動回数を推定したもの。
注 ：カーネギー調査は人文・社会科学系を含み､基本計画レビュー調査は自然科学系のみを対象としている点に留意。
出典 ：カーネギー調査 ； 「大学教授職国際調査」（1993年調査実施）カーネギー財団より作成

基本計画レビュー調査；科学技術政策研究所・㈱三菱総合研究所「これからの人材育成と研究の活性化のための
アンケート調査（研究者）」2004年8～9月

生涯移動期待値

第４－５図 研究者の流動性の国際比較

・大学教授職を対象とした「カーネギー調査」（1993年）によると、高等教育機関における生涯移動回
数は0.78回で、米国の約半分。

・「基本計画レビュー調査」（2004年）によると、高等教育機関における生涯移動回数は0.99回。
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国の研究機関等に任期付で採用された研究者が、

ある年齢までに任期を付さないポストに就ける確率
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（国の研究機関等の任期付研究者の任期後の進路状況から試算）

２６～３０歳で任期５年のポストに採用された研究者が任期５年のポストを繰り返す
場合の試算。

第４－７図 国の研究機関等の任期終了後の研究職への採用状況（不明分除く）

任期付研究者の状況について・国の研究機関等の任期付研究員（ポスドク含む）の進路状況を見ると、３０代くらいまでは、
再度任期付の職についている割合のほうが高くなっている。

国の研究機関等※の任期終了後に、任期を付さない常勤の研究職
に就いた者の割合（進路不明者分を除く割合）

（参考）

平成１５年度、文部科学省調べ

※国立試験研究機関、独立行政法人の研究機関。
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第４－８図 大学の教員組織の在り方について （概要図）

現行制度

講 師

教授又は
助教授に
準ずる職
務に従事
する

講座制・学科目制を例示し、そ
の内容を詳細に規定

（講座制･学科目制に関する諸規定を削除して）

各教員の役割の分担及び連携の組織的な体
制の確保や責任の明確化についての規定を新
設

大学設置
基準上の
教員組織

大学設置
基準上の
教員組織

主たる職務が教育研
究である職

主たる職務が教育研
究の補助である職

主たる職務が教育研
究か教育研究の補助
等か曖昧な職

囲いの中の色の意味

経 緯

所属組織の教育研究
の円滑な実施に必要
な業務を行う

助 手

講 師

教授又は准
教授に準ず
る職務に従
事する

大学の判断により置く
かどうかを決めることが
できる職

必ず置かなければなら
ない職

基本的には置かなけ
ればならないが、教育
研究組織として適切な
場合は置かないことが
できる職

職を囲む線種の意味

○平成８年 大学審議会答申

助手の職務内容、名称の見直しを含め
た早期検討が必要

○平成１３年 （第二期）科学技術基本計画
【閣議決定】

助教授・助手の位置付けの見直しを図る

○平成１３年 中教審への文科大臣諮問

助教授・助手の位置付けをはじめ教員組織
の在り方について検討

○平成15年11月～平成17年１月

中教審の「大学の教員組織の在り方に関する検
討委員会」等で検討

新しい制度

○平成１７年１月

「我が国の高等教育の将来像」において答申

学校教育法上の職の
種類と職名･職務内容

教 授

准 教 授

助 教助 手

教授及び助教授の職務を助ける

教 授

学生を教授し、その
研究を指導し、又は

研究に従事する

助 教 授

教授の職務を助ける

学校教育法上の職の
種類と職名･職務内容

•准教授等へ
の昇格に当
たり厳正な審
査の実施
•期間を定め
た雇用(任期

制）や再審制
等の活用

各大学の判断により、例えば、主
任助手等の職を設けることや専
門性の高い職務を担う職との間
で人事交流を行うことも考えられ
る。

例えば、博士課程修了後、ＰＤ
を経た者などを想定

＋
学生を教授
し、その研究
を指導し、又
は研究に従
事する

特に優れた
知識、能力
及び実績を
有する者

＋ （同 上）

優れた知識、
能力及び実
績を有する
者

＋ （同 上）

知識及び能
力を有する
者
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